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  指定介護老人福祉施設事業運営規程 
 

 

（事業の目的） 

第1条 社会福祉法人あさひ福祉会が開設する特別養護老人ホームこうほく（以下「事業

所」と言います。）が行う指定介護老人福祉施設事業（以下「当事業」と言いま

す。）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する必要事項を定め、

事業所の医師、その他の従業者（以下「従業者」と言います。）が、要介護の状態

（以下、「要介護状態」と言います。）となった高齢者に対し、適正な当事業を提供

することを目的とします。 

 

（運営の方針） 

第2条 事業所の従業者は、その利用者が要介護状態となった場合においても可能な限りそ

の居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活が営むことができるよう、

入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、

利用者の心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図る

ものとします。 

２ 当事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保険医療サービス又は福祉サー

ビス（以下「保険医療サービス等」と言います。）との密接な連携を図り、良質な

サービスの提供に努めるものとします。 

 

（事業所の名称等） 

第3条 当事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとします。 

（1） 名 称  特別養護老人ホームこうほく 

（2） 住  所  長野県長野市稲里町下氷鉋６８２番地 

 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第4条 事業所に置く従業者の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとします。 

（1） 管 理 者  １名 特別養護老人ホームこうほく管理者（施設長）は、事業所   

の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

（2） 医   師  １名 嘱託医師 

（3） 生活相談員  １名以上 常勤とする。 

（4） 介護職員又は看護職員は、利用者の数が３又はその端数を増すごとに常勤１人以

上（介護職員、看護職員のうち、それぞれ１人は常勤）とする。 

 介 護 職 員    ２０名以上（常勤換算） 

 看 護 職 員     ３名以上（常勤換算） 

（5） 施設ケアマネジャー    １名（常勤換算） 

（6） 管 理 栄 養 士    １名 栄養ケア・マネジメント計画の作成等、入所者の

状態に応じた栄養管理を計画的に行う。 

（7） 機能訓練指導員    １名  

（8） その他の従業者    ２名 

（9） 事 務 職 員    １名以上 当事業の提供に必要な事務を行う。 

 

（利 用 定 員） 

第5条 事業所の利用定員は、６０名とします。 

 

（当事業の提供方法） 



  

第6条 当事業の提供の開始に際し、あらかじめ利用申込者又はその家族に対し運営規程の

概要、従業者の勤務体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められ

る重要事項を記した文書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得るものとしま

す。 

２ 事業所は、居宅介護支援事業者その他保険医療サービス等を提供する者との密接な

連携により、利用者が当事業を利用している間も継続的に保険医療サービス等を利用

できるよう必要な援助に努めるものとします。 

 

（利 用 料 等） 

第7条 当事業を提供した場合の利用料の額は、介護報酬の告示上の額とします。 

２ 前項のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払を受けることとします。 

（1） 食費の提供に要する費用 

（2） 居住に要する費用 

（3） 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行っ

たことに伴い必要となる費用 

（4） 理美容代 

（5） 前各号に掲げるもののほか、当事業において提供される便宜のうち、日常生活

においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させるこ

とが適当であると認められるもの。 

３ 前２項の費用の支払いを受ける場合、利用者又はその家族に対して事前に文書で説

明した上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名捺印）を受けるものとします。 

 

（介護職員の勤務体制） 

第8条 介護職員の勤務体制は、交替制で行います。 

２ 夜間の介護職員の勤務については、夜勤職員として３名を配置します。なお、夜勤

の勤務職員のほかに宿直職員１名を配置します。 

 

（介   護） 

第9条 当事業の提供に当たっては、在宅生活への復帰を図ることを基本とし、利用者の心

身の状況及び家庭環境等に応じ、利用者の自立支援と日常生活の充実に資するよう適

切な技術をもって行います。 

２ 入浴は、１週間に２回以上特別浴槽を用いた入浴や介助浴等、適切な方法により入

浴を実施します。なお、入浴の実施に当たっては、事前に健康管理を行うこととし、

入浴が困難な場合は、清拭を実施するなど利用者の清潔保持に努めます。 

３ 排泄の介護にあたっては、利用者の心身の状況や排泄状況などを基に自立支援を踏

まえて、トイレ誘導や排泄介助について適切な方法により実施します。 

４ おむつを使用せざるを得ない利用者に対しては、利用者の心身及び活動状況に適し

たおむつを提供するとともに、利用者の排泄状況を踏まえて実施します。 

５ 前各号に定めるほか、利用者の生活面で積極性を向上させるため、離床、着替え、

整理など利用者の心身の状況に応じた日常生活上の世話を適切に行います。 

６ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為等は行わないものとします。 

 

（食事の提供） 

第10条 利用者の年齢、身体的状況に応じた適切な栄養量及び内容の食事の提供を行い、

食事時間は適切なものとします。病弱者に対する献立については、必要に応じ医師の

指導を受けるものとします。 

 



 

（記録の整理） 

第11条 事業所は、次の各号の掲げる記録を整備するものとします。 

２ 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録 

３ 当事業に関する次の記録 

（1） 施設サービス計画書 

（2） 提供した個々の当事業に係る記録 

（3） 栄養ケア計画等に係る記録 

（4） 緊急やむを得ない場合に行った身体的拘束等に関する記録 

４ 利用者が、次の各号のいずれかに該当した場合の市町村への通知 

（1） 正当な理由なしに当事業の利用に関する指示に従わないことにより要介護状態

等の程度を増進させたと認められるとき。 

（2） 偽り、その他不正な行為によって保険給付を受け又は受けようとしたとき。 

 

（緊急時等の対応） 

第12条 利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は速やかに主治の医師、又

は協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるものとします。 

２ 非常災害に際しては、消防法施行規則第３条の規定による消防計画により対処する

こととし、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を期することとします。 

 

（虐待の防止の為の措置に関する事項） 

第13条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講

じるものとする。 

（1） 事業所における虐待の防止の為の対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行う事ができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて、従業者に周知徹底を図ること。 

（2） 事業所における虐待の防止の為の指針を整備すること。 

（3） 事業所において、従業者に対し、虐待の防止の為の研修を定期的に（年２回以

上）実施すること。 

（4） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

（その他運営についての重要事項） 

第14条 事業所は、従業者の資質の向上のために当事業に関する適切な研修の機会を次の

とおり設けるものとし、また、業務体制を整備するものとします。 

（1） 採用時研修・・・・・採用後１カ月以内 

（2） 継 続 研 修・・・・・年１回以上 

２ 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する義務を負います。 

３ 従業者であった者は、従業者でなくなった後においても、引き続き前項に規定する

義務を負います。 

４ 事業所に損害賠償責任が生じた場合には、加入する全国社会福祉協議会の社会福祉

施設総合賠償補償共済により対処することとします。 

５ 本規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は、社会福祉法人あさひ福祉会と

事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとします。 

 

 

附 則 
 

１ 本規程は、平成１２年９月１日から実施します。 

２ 本規程は、身体的拘束その他の条文を加えて改定したので、平成１７年１０月１日



  

から実施します。 

３ 本規程は、第４条従業者の員数、第７条２項（２）利用料等を改正したので、平成

２０年１月１日から実施します。 

４ 本規定は、第４条（従業者の職種、員数及び職務内容）及び第８条（介護職員の勤

務体制）及び第１０条（食事の提供）及び第１１条（記録の整理）の内容を改定し、

平成２５年１１月１日から実施します。 

５ 本規定は、第５条（利用定員）の内容、利用定員５３名から６０名に改定し、平成

２７年１０月１日から実施します。 

６ 本規定は、第４条（従業者の職種、員数及び職務内容）の（２）の医師（嘱託医

師）の人数を２名から１名に変更し、令和３年８月１日から実施します。 

７ 本規定は、令和３年度介護保険改正に伴い、新たに第１３条に（虐待の防止）を追

加し、各条項の内容を見直し、令和６年４月１日から実施します。 


